
農村地域防災減災事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るための総合的な防災・減災対策を推進します。

＜事業目標＞
湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積（約21万ha［令和７年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．防災・減災対策にかかる計画の策定（調査計画事業）
・ 地域の防災・減災対策に必要な諸条件に関する調査、農村
地域防災減災総合計画の策定等

２．農業用施設等の整備（整備事業）
・ 自然的・社会的要因で生じた農業用施設等の機能低下の回
復や災害の未然防止を図るための整備、防災機能を維持するた
めの長寿命化対策の実施、切迫する南海トラフ地震、日本海
溝・千島海溝周辺海溝型地震等の発生を見据えた防災インフラ
の整備等
・ 湛水防除を行う事業において、畑を対象とする場合の、
受益面積要件を引き下げ

[お問い合わせ先] 農村振興局防災課（03-6744-2210）

調査計画
・農村地域防災減災総
合計画策定
・地域排水機能強化計
画策定

ため池整備
・ため池の整備（豪雨・地震対
策、長寿命化対策等）
・ため池の統廃合
・管理体制の強化
・洪水調節機能強化 等

用排水施設整備
・湛水を防止するための
排水機場等の整備
・地盤沈下対策

農業用河川工作物
応急対策

・河川工作物（頭首工
等）の整備

農地保全整備
・農地侵食防止のため
の排水施設等の整備

水質保全整備
・用排水路の分離
・水質浄化施設の設置

公害防除対策
・客土、排土、区画整理

長寿命化対策
・長寿命化計画策定
・施設の補修・補強

総合的な防災減災計画に基づき、優先順位に応じて以下の防災・減災対策を推進

防災ダム整備
・洪水調節のための
ダムの改修 等

地すべり対策
・地すべり防止施設
の整備

石綿管対策
・石綿管の撤去・
交換

地域防災機能増進
耐震対策

・耐震性向上のた
めの施設整備

豪雨対策
・総合的な地域排
水機能の強化

農道の防災対策
・農道橋等の耐震対策、防
災上危険な箇所の整備

＜事業の流れ＞

国
都道府県

都道府県

市町村 等
1/2、 定額等

1/2、 定額等

湛水被害総合対策
・排水施設整備、区画
整理、ハウス移転 等

水利施設危機管理対策
・転落防護柵等の安全施
設の整備

農村防災施設整備
・避難路、避難施設、安
全施設の整備 等

※下線部は拡充内容

【令和６年度予算概算決定額 38,101（41,119）百万円】
（令和５年度補正予算額 39,335百万円）



農村地域防災減災事業（湛水防除）（拡充）

～食料安全保障の強化に対応した排水対策～

○ 食料安全保障の強化に向けて、水田の更なる畑地化が見込まれる一方で、水稲と比較して畑作物は湛水被害を

受けやすいことから、排水対策を推進する必要がある。

○ このため、湛水防除を行う事業において、畑を対象とする場合の受益面積要件を30haから20haに引き下げ、

将来の畑地化の進展を見据えた施設整備を行い、農地等の湛水被害の未然防止を図る。

３ 事業主体・補助率

・事業実施主体：

都道府県、市町村、

土地改良区等

・補助率：50％等

２ 実施要件等

受益面積 湛水防除を行う事業：30ha以上（ただし、畑を対象とする場合は20ha以上※)

※事業完了予定年度の５年後に想定される面積とすることができる。

湛水被害を生ずるおそれのある地域において、将来の農地利用の変化を考慮した上で湛水被害を未然に防止するための農業用用排水施設
の整備を実施。

施設の整備対象 ※将来の農地利用の変化を考慮
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施設の整備対象

※国営事業で整備
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